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本研究では，労働者の異質性（生産能力の差異）を仮定することにより，企業および労働者の集積が引き起

こされることを示す．集積を引き起こす要因としては，現在まで外部性や不完全競争の存在があげられている．

本研究においては，これらの外部性や不完全競争を仮定することなく，完全競争下において労働者の異質性（生

産能力の差異）のみで経済集積が起こり得ることを示す．具体的には，多地域一般均衡モデルを用いて，生産

能力の高い労働者が生産性の高い企業を構成し，大都市に集中して立地する一方，生産能力の低い労働者が生

産性の低い企業を構成し，周辺都市に立地するという経済集積パターンの成立を示す． 
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1. はじめに 
 

産業や人口の立地がごく一部の地域において集中的に発生する現象（経済集積）は，最近の空間経済学に

おいて注目されている研究対象である．1990 年代より発展してきた新しい空間経済学（New Economic 

Geography, New Spatial Economics）は，実際の経済で観察されるこうした経済集積パターンの理論的側面を解

明する研究分野であり，多くの理論研究が行われている． 

都市の成立（経済集積）は，集積の経済等の外部性や規模の経済，輸送費用，不完全競争市場，財の多様

性，そして消費者の多様性の存在といった要因により理論的に説明される．企業の集積の経済を仮定した

Michel, Perrot, and Thisse1) ，独占的競争市場と iceberg 型輸送費用を仮定した Krugman2) 等はその例である． 

一方，実際の経済集積パターンを観察してみると，多くの産業においては，数個の生産性の高い大企業が

東京等の大都市に立地し，多くの生産性の低い中小企業が地方に立地するという構造を持っている．また，

大学卒業者等の生産能力の高い労働者は大都市の大企業に就職し，生産能力の低い労働者は地方の中小企業

に就職するという現状もある．このような集積現象は主に財の輸送費用が十分に大きい産業（建設業，銀行・

証券，不動産，教育サービス等）において観察されている．本研究は，集積の経済等の外部性や不完全競争

ではなく，労働者の異質性（生産能力の差異）のみに着目し，この労働者の異質性がこのような実際の典型

的な経済集積パターンを引き起こす要因になり得るかの分析を行うことを目的とする． 

経済集積を引き起こす要因としての労働者（消費者）の異質性は，以下の 3 つに大別される．第 1 は，労

働者の効用関数の差異，つまり選好の異質性である(Hendrikse3) 等)．第 2 は，労働者の職業適性としての異

質性である(Kim4) ，Abdel-Rahman and Wang5) ，菊地 6) 等)．ここでの職業適性とは，各労働者がその就業分

野によってそれぞれ異なる生産能力を有するという意味である．そして第 3 は，労働者の生産能力の差異で

ある．本研究では，第 3 の異質性である，労働者の生産能力の差異による経済集積を分析対象とする． 

第 3 の異質性，つまり生産能力の差異を導入している関連論文の多くは，労働者を生産能力の高い労働者

と生産能力の低い労働者の 2 種類に分け，それぞれの労働者が別の産業に従事するとあらかじめ仮定してい
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る（Krugman2），Mori and Turrini7）等）．一方，Mori and Turrini7) は，所得水準の高い大都市においては教育水

準の高い（生産能力の高い）労働者の居住比率が高く，所得水準の地方都市においては教育水準の低い（生

産能力の低い）労働者の居住比率が高い傾向にあることを実証データとして示している．この現状を踏まえ

て，多くの論文においては，生産能力の高い労働者は地域間を自由に移動可能であるものの，生産能力の低

い労働者は地域間を移動不可能と仮定している．しかしながら実際は，ある一つの産業内においても生産能

力の高い労働者と生産能力の低い労働者が混在している．労働者の移動に関しても，実際には生産能力の低

い労働者も地域間を移動可能であり，統計的には多くの人口が移動している．したがって，生産能力の低い

労働者が地域間を移動不可能と仮定するのは適切ではないと考えられる． 

そこで本研究では，労働者を 2 種類に分け，企業の生産関数において生産能力の高い労働者の投入量に関

する収穫逓増を仮定することにより，労働者の生産能力の差異を表す．また，全ての労働者は地域間を自由

に移動可能であると仮定する．それに加えて，消費者の混雑外部性，企業の固定費用，多数の財・地域を考

慮することにより，1 つの都市に生産能力の高い労働者が集中して立地し，他の地域に生産能力の低い労働

者が分散して立地するという，実際の経済で観察されている集積パターンに対応した均衡の存在を示す． 

はじめに 2 章において，本研究で使用する多地域一般均衡モデルを構築する．3 章において，実際の集積

パターンに対応した均衡解を仮定し，その立地に関する安定性を示す．そして 4 章において，数値シミュレ

ーションにより均衡解およびその立地に関する安定性条件を分析する．最後に，5 章において本研究のまと

めおよび今後の展望を示す． 

 
 

2. 多地域一般均衡モデル 
 
労働者（消費者）および企業の 2 主体からなる多地域一般均衡モデルを構築する．ただし，労働者は生産

能力の高い労働者（労働者 ）および生産能力の低い労働者（労働者 ）の 2 種類を仮定し，h l M 個の財， I
個の地域を仮定する．また，地域間の交易はないものと仮定する．この仮定は，対象とする財の輸送費用が

十分に高い場合に対応している． 

 
2.1 労働者（消費者）の行動 
消費者は，生産能力の高い労働者（労働者 ）および生産能力の低い労働者（労働者 ）の 2 種類がいる

と仮定する．それぞれの労働者は，その種類（ ）によらず以下に示す同一のコブダグラス型効用関数を

持ち，効用最大化行動を行う．ただし，添え字 は労働者の生産能力（

h l
,h l

s ,s h l= 　）を， は財の種類

（ ）を， i は地域（ i ）をそれぞれ表す．また，各地域には人口に対する外部性

（混雑） が存在するものと仮定し，

m
1,2, ,m = ･･･

( )iE N
M I1,2,= ,･･･

( )iE N は人口に対する単調減少関数とする．また， ( )iE N は

各地域において共通であるものとする．すなわち，各地域は同質であるものとする．なおこの外部性は，地

域の土地供給面積が固定のもとで，効用関数に外部性ではなく宅地面積を考慮したものと解釈することも可

能である（付録 A 参照）． 
 

( ) ( )max max m

i i
sm sm

i i
s sm

x x m

V u x E N
η

= = +
 
∏ i 

      (2.1a) 
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. . i i i
m sm s

m
s t p x w=∑　　        (2.1b) 

ただし， p ：財の価格， x ：財の消費量， ：賃金率， ：総人口，w iN η：パラメータ    1m
m

η =
 
∑

 
2.2 企業の行動 
すべての企業は同一の生産関数を持ち，以下に示される利潤最大化行動をとる．ただし，企業は財 1 を固

定費用として用いるものとする．財 1 をニューメレールとし，価格を 1 とする．生産能力の高い労働者は，

同一の企業内で生産を行うことで知識の共有や研究開発などを産み出し，結果として企業の生産性の向上に

寄与するものと考えられる．この効果を表す企業の生産関数として，(2.2b)式に示すように労働者 の投入量

に関する収穫逓増（

h
1α > ）を仮定する．一方，総労働投入量に関しては収穫逓減（0 1γ< < ，0 1αγ< < ）

を仮定する． 
 

( )
, ,

max max ,
i i i i
hm lm hm lm

i i i i i i i i
m m hm lm hm hm lm lm

L L L L
p X L L w L w L Kπ = − − −     (2.2a) 

( ) ( ). . ,

0, 0

i i i i
hm lm hm lm

i i
hm lm

s t X L L A L L

L L

γα = +
≥ ≥

　

　　 　

      (2.2b) 

ただし，π：企業の利潤関数，X ：企業の利潤関数，L ：労働者 の投入量，L ：労働者 l の投入量，w ：

労働者 ， の賃金率， ：企業の固定費用，

h

, ,
h l ,h wl

h l K A α γ ：パラメータ（ 1α > ，0 1γ< < ，0 1αγ< < ） 

 
2.3 市場均衡条件および定義式 
 各財における市場均衡条件および定義式を以下に示す． 
 

( )1 1 1 1 1
i i i i i i i i i i
h h l l hm lm h h l lN x N x k k K k X k X+ + + = +∑     (2.3a) 1

h hm l lm hm hm lm lm )M

hm hm hmk L N

lm lm lm

N

)s s s s

m

i i i i i i i iN x N x k X k X+ = +       (2.3b) ( 2,3, ,m = ･･･

i i i=         (2.3c) 

i i ik L N=         (2.3d) 

i
hm hN N=∑∑        (2.3e) 

i m

i
lm lN =∑∑         (2.3f) 

i m

(1 2 I iV V V if N= = = ≠･･･ 　　 　 0　     (2.3g) 

ただし， ：企業数 k
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3. 各種関数の導出および均衡解の立地に関する安定性 
 
前章のモデルをもとに各種関数を導出する．本モデルの均衡解を内生的に決定するのは困難であるため，

本研究においては均衡解を仮定した上で，その均衡解の立地に関する安定性を確認する． 

 
3.1 均衡解の仮定 
実際に観察される経済集積パターンとして，「数個の生産性の高い大企業が東京等の大都市に立地し，多く

の生産性の低い中小企業が地方に立地する」，「生産能力の高い労働者は大都市の大企業に就職し，生産能力

の低い労働者は地方の中小企業に就職する」という集積パターンがある．この集積パターンに対応して，本

研究においては，「労働者 のみを雇う企業（企業 ）および労働者 のみを雇う企業（企業 ）の 2 種類の

企業のみが存在」，「全ての企業 は地域 1 に立地し，全ての企業 はその他の地域に立地する」という均衡

を仮定する． 

h h l l
h l

 
3.2 各種関数の導出 

(2.1a)，(2.1b)式に示される労働者の効用最大化問題を解けば，労働者の各財に対する需要関数は以下のよ

うに表される． 
  

 
i m i
sm i

m
sx w

p
η

=         (3.1a) 

 
また，この時の労働者の間接効用関数は以下のように表される． 
  

(mi i )i
s m s

m

V wηη 
= + 
 
∏ sE N       (3.1b) 

 
一方，(2.2a)，(2.2b)式に示されるこの企業の利潤最大化問題の Kuhn-Tucker 条件は以下のように表される．

ただし企業数は十分に大きいものと仮定し，企業は労働者の賃金率を与件として行動するものとする（完全

競争市場を仮定）． 
 

( ) ( )

( )

1 1

1

0, 0

0, 0

i
i i i i im
m hm lm hm hmi

hm
i

i i i i im
m hm lm lm li

lm
i i i
h h hm
i i i
l l lm

i
hp A L L L w g

L

p A L L w g
L

g g L

g g L

γα α

γα

π αγ

π γ

− −

−

 ∂  = + −   ∂
∂  = + − =   ∂
 ≤ =


≤ =

　

　

=

   (3.2) 

 
以下では前節で仮定した均衡解（端点解）にのみ着目する．企業 の労働需要関数は， ，Lh 0i

lmL = 0i
hm ≠ に

おける Kuhn-Tucker 条件より，以下のように表される． 
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( ) ( )
1

1 11
0

i i
i i i i im hm
m hm hm hm hmi i

hm m

wp A L L w L
L p

γ

A

αγα απ αγ
αγ

− −−  ∂  = − = ⇒ =    ∂  
　　 　  (3.3a) 

 
同様に，企業 l の労働需要関数は，L ，L0i

lm ≠ 0i
hm = における Kuhn-Tucker 条件より以下のように表される． 

 

 ( )
1

11
0

i i
i i i im
m lm lm lmi

lm m

wp A L w L
L p

lm
i A

γγπ γ
γ

−−  ∂
= − = ⇒ =  ∂  

　　     (3.3b) 

 
労働需要関数(3.3a)，(3.3b)および労働市場均衡条件式(2.3c)，(2.3d)より，各労働者の賃金率は以下のように

表される． 
 

1 1
1i i i

i ihm hm hm
hm hm mi i i

hm m hm

N w NL w p
k p A k

i A
αγ

αγ
αγ

αγ

−
−   

= = ⇒ =   
   

　　 　   (3.4a) 

1 1
1i i i

i ilm lm lm
lm lm mi i i

lm m lm

N w NL w
k p A k

ip A
γ

γ
γ

γ

−
−   

= = ⇒ =   
   

　　 　    (3.4b) 

 
このとき，企業 ， の利潤関数はそれぞれ以下のように表される． h l
 

( )

1

1

i i
i i ihm hm hm
hm m mi i

hm hm hm

i
i hm
m i

hm

N N N i

ip A p A
k k k

Np A K
k

αγ αγ

αγ

π αγ

αγ

−      
 = −     
       

 
= − − 

 
　　

K−

   (3.5a) 

( )

1

1

i i
i i ilm lm lm
lm m mi i

lm lm lm

i
i lm
m i

lm

N N N i

ip A p A
k k k

Np A K
k

γ γ

γ

π γ

γ

−      
 = −     
       

 
= − − 

 
　　

K−

    (3.5b) 

 
企業 ， l の利潤がゼロになるまで同産業の企業が参入すると仮定する．このとき，利潤ゼロの条件より，

各企業の労働投入量および企業数は以下のように表される． 
h

 

( )1 0
i

i i hm
hm m i

hm

Np A K
k

αγ

π αγ
 

= − − 
 

= 　 

( )

1

1

i
i hm
hm i i

hm m

N KL
k p A

αγ

αγ
 

⇒ = =  − 
　       (3.6a) 

 5



( )

1

1
i
hm hmi

m

Kk
p A

αγ

αγ

−
 

⇒ =   − 
　 iN      (3.6b) 

( )1 0
i

i i lm
lm m i

lm

Np A K
k

γ

π γ
 

= − − 
 

=  

( )

1

1

i
i lm
lm i i

lm m

N KL
k p A

γ

γ
 

⇒ = =  − 
　       (3.7a) 

( )

1

1
i
lm lmi

m

Kk
p A

γ

γ

−
 

⇒ =   − 
　 iN       (3.7b) 

 
また，このときの均衡賃金，企業の生産量はそれぞれ以下のように表される． 
 

 
( )

1

1
i i
hm m i

m

Kw p A
p A

αγ
αγ

αγ
αγ

−

 
=  − 

      (3.8a) 

( )

1

1
i i
lm m i

m

Kw p A
p A

γ
γ

γ
γ

−

 
=  − 

       (3.8b) 

( ) ( )1
i i
hm hm i

m

KX A L
p A

αγ

αγ
= =

−
      (3.9a) 

( ) ( )1
i i
lm lm i

m

KX A L
p A

γ

γ
= =

−
      (3.9b) 

 
立地均衡として，全ての企業 が地域 1 に立地し，全ての企業 l が地域 1 以外の地域に立地している状態

を考える．同一地域内において生産能力の同じ労働者の効用水準は等しくなると仮定すれば，賃金率は一定，

すなわち

h

i
1 2

i i i
s s sMw w w w= = = =･･･

1 2
i i i

Mp p p= =･･･
s

1
1

となる．さらにこの時，企業の生産関数は産業によらず等しいと仮定

しているため， が成立する．つまり，地域内の財の価格は全て等しくなる． 1==
財の市場均衡条件式(2.3a)，(2.3b)に地域 1 における消費者の需要量，企業数，企業の生産量を代入して整

理すれば以下の関係式が得られる． 

 
1 1 1
1 1h h hm h h

m
N x k K k X+ =∑  

( ) ( ) ( ) ( )

1 1 1

1 1
1 11 1 1h lm

m

K K KN A N K N
A A A

γ
γ αγ αγ

η γ
1h

K
γ αγ αγ αγ

−
− −     

           + =                 − − −                
∑


− 
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       (3.10a) ( )1 1 1 1hN αγ η⇒ = − + hN

11 1
h hm hm hmN x k X=  

( ) ( ) ( )

1 1

1

1 1h m hm
K KN A N

A A

αγ
αγ αγ

η αγ
1

K
αγ αγ

−
−   

       =           − −          
αγ


− 

N

 

hm m hN αγη⇒ =        (3.10b) 
 
同様に，財の市場均衡条件式(2.3a)，(2.3b)に地域 i における消費者の需要量，企業数，企業の生産量を代入

して整理すれば以下の関係式が得られる． 
 

1 1 1
1 1h h hm h h

m
N x k K k X+ =∑ 1

1  

( ) ( ) ( ) ( )

1 1 1

1 1
1 11 1 1h lm

m

K K KN A N K N
A A A

γ
γ γ γ

η γ
1l

K
γ γ γ

−
− −     

           + =                 − − −                
∑ γ


− 

i
lN

 

       (3.11a) ( )1 1 1 1i
lN γ η⇒ = − +

i i i i
l lm lm lmN x k X=  

( ) ( ) ( )

1 1

1 1
i i
l m lm

K KN A N
A A

γ
γ γ

η γ
1

K
γ γ γ

−
−   

       =           − −          


− 

iN

I

 

i
lm m lN γη⇒ =        (3.11b) 

 
一方，地域間においても生産能力の同じ労働者間の効用が等しくなると仮定すれば，地域 i における労働

者 の効用は，その地域に労働者 l が居住している限りどの地域においても等しくなる．本研究では，簡略化

のために i の全ての地域に労働者 が居住していると仮定する．このとき，以下の関係式が成り

立つ． 

l
2,3,= ･･･ l

 
1

1
i
lN

I
=

− lN         (3.12) 

 
(3.12)式は，すべての地域 （ ）が全く対称な地域となることを表している．以上より，地域 1 に企業

が立地し，それ以外の地域 に企業 が立地する際の均衡解は以下のように表される． 

i
i

1i ≠ h
l
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【地域 1】 

( )

1

1

1hm
KL

A

αγ

αγ
 

=  − 
        (3.13a) 

( ) ( )
1

1
1 1 1

1h
Kk

A

αγ

αγ η
αγ

−
 

=    − 
1 hN− +       (3.13b) 

( )

1

1

1hm m h
Kk

A

αγ

αγη
αγ

−
 

=   − 
N ( 2,3, ,m = ･･･      (3.13c) )M

( )

1

1

1hm
Kw A

A

αγ
αγ

αγ
αγ

−

 
=  − 

       (3.13d) 

1

1hm
KX
αγ

=
−

        (3.13e) 

( )

1

1

1hm m
Kx A

A

αγ
αγ

η αγ
αγ

−

 
=  − 

       (3.13f) 

( ) (
1

1

1
m

h m
m

KV A
A

αγ
αγ

ηη αγ
αγ

−

  
=     −   
∏ )hE N+     (3.13g) 

 
【地域 】 i

 
( )

1

1
i
lm

KL
A

γ

γ
 

=  − 
        (3.14a) 

 
( ) ( )

1

1 1
11 1

1 1
i
h

Kk
A I

γ

γ η
γ

−
  = − +      − −  

lN 
     (3.14b) 

( )

1

1
1 1

i
lm m l

Kk
A I

γ

γη
γ

−
 

N =     − −  
     (3.14c) ( 2,3, ,m = ･･･ )M

 
( )

1

1
i
lm

Kw A
A

γ
γ

γ
γ

−

 
=  − 

        (3.14d) 

 
1

i
lm

KX
γ

=
−

        (3.14e) 
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( )

1

1
i
lm m

Kx A
A

γ
γ

η γ
γ

−

 
 − 

=        (3.14f) 

 
( )

1

1
1 1

mi
l m

m

KV A E
A I

γ
γ

ηη γ
γ

−

   =      − −    
∏ lN + 

I

    (3.14g) 

 
以上で示した均衡は，労働者 のみを雇う企業 が全て地域 1 に立地し，労働者 のみを雇う企業 が地域

（ ）に均等に立地する立地均衡を表す．これは，実際に観察されている集積現象，つまり，

大学卒業者等の生産能力の高い労働者（労働者 ）が生産性の高い大企業（企業h ）に就職し，かつその企

業が大都市（地域 1）に集中して立地する一方，生産能力の低い労働者（労働者 l ）が生産性の低い中小企業

（企業 ）に就職し，かつその企業が地方（地域 i ）に立地するという現状に対応しているといえる． 

h h l l
i 2,3, ,i = ･･･

l

h

 
3.3 均衡解の立地に関する安定性 
 本モデルにおける主体は労働者および企業である．これらの主体すべてが個別に立地を変えるインセンテ

ィブがないとき，前節で示した均衡解は立地に関して安定であるといえる．本節では，この均衡解が立地に

関して安定であるための条件を求める． 

 
3.3.1 労働者の立地に関する安定性 
 労働者の立地に関する安定性を確認するためには，地域１の労働者 が地域 i に移住し企業 で働く際，労

働者 の効用水準および企業 l の利潤がともに増加するような賃金率が存在しないとき，労働者 h は安定で

あるといえる．また，地域 i の労働者 l が地域 1 に移住し企業 で働く際，労働者 の効用水準および企業 の

利潤がともに増加するような賃金率が存在しないとき，労働者 l は安定であるといえる．労働者 ，労働者

について個別にその条件を示す． 

h l
h

h l h
h l

 

【労働者 】 h
地域 において，企業 が労働者 を追加的に雇う場合の利潤の変化分は以下のように表される． i l h
 

( ) ( )

1

1

1

i
i il
lm h h

h

d KA L w A w
dL A

γ
γγπ αγ αγ

γ

−

−  
= − =   − 

i−     (3.15) 

 

企業 が労働者 に最大支払い可能な賃金率は，l h 0
i
l

h

d
dL
π

= より
( )

1

1
i
h

Kw A
A

γ
γ

αγ
γ

−

 
=  − 

 となる．一方，労働

者 の移住による効用の変化分は，以下のように表される． h
 

( )

( ) ( )

1 1

1

1
1

1
1

m m

m

i i
h h h m h l m h h

m m

i
m h h l h

m

V V V w E N w E N
I

w w E N E N
I

η η

η

η η

η

      ∆ = − = + − +      −      
   = − + −   −  

∏ ∏

∏　　　　　　　



  (3.16) 
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労働者 h が最低受容可能な賃金率は， より，0hV∆ =
( )

1

1
1

m

l h
i
h h

m
m

E N E N
Iw w ηη

  − − = −
∏

となる．よって，

( )

( )1

1

1
1

1 h

m

m

l h

m

E N E N

η

−
K IA w

γ
γ

αγ
γ η

−  
   − < −  −  ∏A

のとき，労働者 は安定である．この条件を整理すれば以

下のように表される． 

h

 

( )

( ) ( )

1 11
1

1 1m

l h

m
m

E N E N
K KI A

A A

αγ γ
αγ γ

η αγ
η αγ

− −   −    −    < −     − −    
∏ γ





  (3.17) 

 

したがって，地域 と地域 1 の混雑の差i (1
1 l )hE N E N

I
  − − 

が，労働者の賃金の差に比べて十分に小さけ

れば，労働者 は安定である． h
 

【労働者 】 l
地域 1 において，企業 が労働者 を追加的に雇う場合の利潤の変化分は以下のように表される． h l
 

( ) ( )

1

1 1

1

i
h

hm l l
l

d KA L w A w
dL A

γ
γαγ απ γ γ

αγ

−

−  
= − =   − 

1−    (3.18) 

 

企業 が労働者 に最大支払い可能な賃金率は，h l 0
i
h

l

d
dL
π

= より
( )

1

1

1l
Kw A

A

γ
γ

γ
αγ

−

 
=  − 

 となる．一方，労働

者 の移住による効用の変化分は，以下のように表される． l
 

( )

( ) ( )

1 1

1

1
1

1
1

m m

m

i i
l l l m l h m l l

m m

i
m l l h l

m

V V V w E N w E N
I

w w E N E N
I

η η

η

η η

η

       ∆ = − = + − +        −     
   = − + −    −  

∏ ∏

∏　　　　　　　



  (3.19) 

 

労働者 が最低受容可能な賃金率は， より，l 0lV∆ =
( )

1

1
1

m

l h
i

l l
m

m

E N E N
Iw w ηη

  − − = +
∏

となる．よって，

( )

( )1 1
1i

l
m

m

1 m

l hE N E N

η

−
K IA w

A

γ
γ

γ
αγ η

−  
   − < +  −  ∏

のとき，労働者 l は安定である．この条件を整理すれば以
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下のように表される． 
 

( )

( ) ( )

1 11
1

1 1m

l h

m
m

E N E N
K KI A

A A

γ γ
γ γ

η γ
η αγ

− −   −    −   > −     − −    
∏ γ

  


  (3.20) 

 
となる．したがって，混雑の増加分が賃金率の増加分に比べて十分に大きければ，労働者 l は安定となる． 
  

 以上の検討により，労働者 ， l が共に安定である条件は，以下のように表される． h
 

( ) ( )

( )

( ) ( )

1 1 1 11
1

1 1 1 1m

l h

m
m

E N E N
K K K KIA A

A A A A

γ γ αγ γ
γ γ αγ γ

ηγ αγ
αγ γ η αγ γ

− − − −   −       −   − < < −              − − − −          
∏


  
 

          (3.21) 
 

 以上の分析の結果，地域 と地域 1 の混雑の差i (1
1 l )hE N E N

I
  − − 

h

が労働者の賃金の差に比べて十分に

小さければ，労働者 は安定であり，労働者 は常に安定であることが示された．なお本節では，企業が労

働者を追加的に雇う場合の利潤の変化分により労働者の安定性を示した．これは，より一般的な企業行動で

ある，労働者を入替する場合（労働者 を解雇し労働者 を雇用する，またはその逆）にも対応している（付

録 B 参照）．ただし，大幅な労働者の入替が可能な場合には対応していない．しかしながら，現実には労働

組合の存在や雇用の不確実性などにより，企業が大幅に人員を入替することは難しいと考えられる．そのよ

うな状況を仮定すれば，本節の条件が立地に関する安定性の条件を示す． 

h l

l

 
3.3.2 企業の立地に関する安定性 
企業の立地に関する安定性を確認するためには，地域１の企業 が地域 i に移転する際，既に雇っている

労働者 の効用水準を移転前の水準に保ちつつ正の利潤を上げることができないとき，企業 は安定である

といえる．また，地域 の企業 が地域 1 に移転する際，既に雇っている労働者 の効用水準を移転前の水準

に保ちつつ正の利潤を上げることができないとき，企業 l は安定であるといえる．企業 h ，企業 l について，

(a)企業が分割不可能な場合，(b)企業が分割可能な場合に分け，個別にその条件を示す． 

h
h h

i l l

 

【企業 】 h
企業 が地域 1 から地域 i に移転する際，労働者 の効用の変化分は以下のように表される． h h
 

( )

( ) ( )

1 1

1

1
1

1
1

m m

m

i i
h h h m h l m h h

m m

i
m h h l h

m

V V V w E N w E N
I

w w E N E N
I

η η

η

η η

η

      ∆ = − = + − +      −      
   = − + −   −  

∏ ∏

∏　　　　　　　



  (3.22) 
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したがって，労働者 の効用水準を一定に保つ賃金率は，h 0hV∆ = より，

( )
1

1
1

m

l h
i
h h

m
m

E N E N
I

ηη

  − − = −
∏

w w と

なる．この賃金率を与件とした上で，地域 i において企業 が正の利潤をあげることができなければ，企業

は安定である． 
h h

 
(a) 企業が分割不可能な場合 
企業 が分割不可能な場合，企業は移転後も移転前と等しい労働投入を行う．また，地域 の混雑が地域 1

に比べて小さければ，労働者 h に支払う賃金率は小さくなる．したがって，地域 i における需要規模が十分

に大きければ（企業 h の生産量よりも大きければ），企業 は移転前の生産量（販売量）を確保できるため，

賃金率の低下分だけが利潤となる．したがって，企業 h は不安定になる． 

h i

h

地域 i における需要規模が十分に小さい（企業 h の生産量より小さい）場合を考える．このとき，上記の

賃金率を与件とした上で，企業 が地域 において需要を総取りするケースにおいてもなお利潤が負であれ

ば，企業 は安定である．ここで，企業 の移転による各財の需要の増加分は無視できるとし，生産量と需

要量の差分（売れ残る財の量）は埋没費用となると仮定する．以上の条件において，企業 の地域 1 から地

域 への移転による利潤の変化分は以下のように表される． 

h i
hh

h
i
 

( ) ( )
( )

( )

( )

( )

1 1 1 1 1

1 1 1

1 11
1 1

1 1 1 1m

i i i i
hm hm hm m l l h hm hm h hm

i i i
m l l hm h h hm

l h

m l
m

m

w N w L K X w L K

w N X w w L

E N E N
K K IA N

A I A

γ

Kγ αγ

η

π π π η

η

η γ
γ αγ η

−

∆ = − = − − − − −

= − − −

   −    −    = − +     − − − −     
 

∏

　　　

　　　
αγ





 

(3.23) 
 

ここで，第 1，2 項は，生産量と需要量の差分による埋没費用を表し，第 3 項は，賃金率の低下による利潤

の増分を表す．したがって，賃金率の低下による支払い賃金の減少分に比べて，埋没費用が十分に大きけれ

ば（地域 の需要規模が十分に小さければ），i 0i
hπ < となり，企業 は安定となる． h

  
(b) 企業が分割可能な場合 

企業 が分割可能である場合，企業 は労働投入を調整することによって最適な供給量を生産することが

できる．この時の企業 の最適労働投入量は，

h h
h ( )i i i

m l l hmw N A L
αγ

η = より，以下のように表される． 
 

( )

1
1

1
1 1

i
hm m l

KL
A I

γ

N

αγ
γ

η γ
γ

− 
   =      − −    


      (3.24) 
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この時，企業 が地域 1 から地域 に移転するときの利潤の変化分は，以下のように表される． h i
 

( ) ( )

( )

( )

( )

( )

1 1 1 1

1 1 1

1

1

1
1 1 1

1
1

1 1m

i i i i i
h h h m l l h hm hm h hm

i i i i
m l l hm h hm h hm

m l

l h

m
m

m

w N w L K X w L K

w N X w L w L

K KA N
A I

E N E N
K KIA

A A

γ
γ

αγ γ
αγ

η

π π π η

η

η γ
γ αγ

αγ η γ
αγ η γ

−

− −

∆ = − = − − − − −

= − − +

   = −    − − −  
   −     −  − −      − −    
  

∏

　　

　　

　　　

( ) ( )

1
1

1 1

1
1

1 1

lN
I

K KA
A A

αγ
γ

αγ
αγ αγ

αγ
αγ αγ

−

 
  
  −   

   
+       − −   

　　　
 

(3.25) 
 
ここで，第 1，2 項は，地域 と地域 1 における生産量の差，すなわち売上の減少分を表し，第 3，4 項は地

域 と地域 1 における賃金率の差，すなわち支払い賃金の低下による利潤の増分を表す．したがって，支払

い賃金の低下による利潤に比べて売上の減少分は十分に大きければ（地域 の需要規模が十分に小さければ），

となり，企業 は安定となる．さらに，(3.25)式を変形すれば以下のように表される． 

i
i

i
h

i
0π < h

 

 

( )

( )

( )

( )

1

1
1 1

1
1 1

1
11

1 1m

h m l

l h

m l
m

m

KA N
A I

E N E N
K KI

1
A N K

A A

γ
γ

αγ γ αγ
αγ γ

η

π η γ
γ

αγ η γ
αγ η γ

−

− −

   ∆ =     − −  
    −     −     − −         − −          

∏
　　　

I
−

−

 

(3.26) 
 
(3.26)式において，第 1 項は地域 i における生産量を，第 2 項は地域 i における支払い賃金を，第 3 項は固定

費用をそれぞれ表す．企業 は地域 1 において利潤はゼロであるため，結局利潤の変化分は地域 に移転し

た場合の利潤と一致する． 
h i

 

【企業 】 l
企業 が地域 から地域 1 に移転する際，労働者 の効用の変化分は，以下のように表される． l i l
 

( )

( ) ( )

1 1

1

1
1

1
1

m m

m

i i
l l l m l h m l l

m m

i
m l l h l

m

V V V w E N w E N
I

w w E N E N
I

η η

η

η η

η

       ∆ = − = + − +        −     
   = − + −    −  

∏ ∏

∏　　　　　　　



  (3.27) 
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したがって，労働者 の効用水準を一定に保つ賃金率は，l 0lV∆ = より，

( )
1

1
1

m

l h
i

l l
m

m

E N E N
Iw w ηη

  − − = +
∏

と

なる． 
 
(a) 企業が分割不可能な場合 
企業 が分割不可能な場合，企業 は移転後も移転前と等しい労働投入を行う．地域 1 の市場規模（財の需

要量）が十分に大きいと仮定すれば，企業 l の移転による利潤の変化分は，以下のように表される． 

l l

 

( ) ( ) ( )
( )

1 1

1
1

m

i i i i i i
l lm l l lm l l l l

l h

m
m

d X w L K X w L K w w

E N E N
I

η

π

η

= − − − − − = −

  − − = −
∏

　　　

1 i
lL

   (3.28) 

 
したがって， となり，企業 は安定である． 1 0ldπ < l
 
(b) 企業が分割可能な場合 
企業 が分割可能である場合，企業 は労働投入を調整することによって最適な供給量を生産することがで

きる．企業 が地域 1 に移転する際の利潤関数はは以下のように表される． 

l l
l

 

( )

( ) ( )

( )

1 1 1 1 1

1

1 1

1
1

1 m

l lm lm l lm

l h

lm lm
m

m

X L w L K

E N E N
K IA L A L K

A

γ
γγ

η

π

γ
γ η

−

= − −

   −    −  = − +  −  
  

∏
　　 −

  (3.29) 

 
一階条件より，最適な労働投入量は以下のようになる． 
 

 ( ) ( )

( )1
1 11

1

1
1 0

1 m

l h
l

lm
lm m

m

E N E N
K IA L A

L A

γ
γγ

η

π γ γ
γ η

−

−

   −   ∂ −  = − +  ∂ −  
  

∏
=  

( )

( )
1

11

1

1
1 1

1 m

l h

lm
m

m

E N E N
K IL A

A A

γγ
γ

ηγ
γ γ η

−
−   −    −  ⇒ = +  −  

  
∏

　   (3.30) 

 
このとき，企業 の利潤は以下のようになる． l
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( )

( )

( )

( )

( )

( )

11

1

1
11 1

1
1 1

1

1 1
1 1 1

1 1

m

m m

l h

l
m

m

l h l h

m m
m m

E N E N
K IA A

A A

E N E N E N E N
K KI IA A

A A A

γ
γγ

γ γ

η

γγ γ
γ γ

η η

π γ
γ γ η

γ γ
γ γ η γ η

−
−

−
− −

   −     −  = +    −    
  

      − −         − −      − + +      − −      
      

−

∏

∏ ∏

　

　　　

　　　K

( ) ( )
 

( )
11

11

1
11

1 m

l h

l
m

m

E N E N
K IA A A K

A

γ
γγ

γ
γ

ηπ γ γ
γ η

−
−

−

   −    −    ⇒ = − + −    −  
  

∏
　  (3.31) 

 
したがって，企業が分割可能である場合も固定費用が十分大きければ

1 0lπ < となり，企業 l は安定となる． 
 
3.3.3 均衡解の立地に関する安定性 

3.2.1 節（労働者の立地に関する安定性），3.2.2 節（企業の立地に関する安定性）の検討より，本研究で仮

定した均衡解が立地に関して安定である条件は， （(a)企業が分割不可能な場合），

（(b)企業が分割可能な場合）となる．ここで， はそれぞれ以下

のように表される． 

1 2 3 4, , , 0a aF F F F >
F F1 2 3 4, , , 0b bF F F F > 1 2 3 3 4 4, , , , ,a b aF F F F b

 

( ) ( )

( )1 1

1

1
1

1 1 m

l h

m
m

E N E N
K K IF A

A A

αγ γ
αγ γ

ηαγ
αγ γ η

− −    −     −  = − −       − −     
∏

   (3.32a) 

( )

( ) ( )

1 1

2

1
1

1 1m

l h

m
m

E N E N
K KIF A

A A

γ γ
γ γ

η γ
η αγ

− −   −    −   = − −     − −    
∏ γ





  (3.32b) 

( )
( ) ( )

( )

1 1

3
1

1 1 1 1m

i
l h

a m l
m

m

E N E NK KF A N
A I A

γ

Kγ αγ

ηη γ
γ αγ η

−  −     = − + −       − − − −    
 

∏ αγ




 

(3.32c) 

( )

( )

( )

( )

1

3

1
1 1

1
1 1

1
11

1 1m

b m l

l h

m l
m

m

KF A N
A I

E N E N
K KI

1
A N K

A A

γ
γ

αγ γ αγ
αγ γ

η

η γ
γ

αγ η γ
αγ η γ

−

− −

   = −     − −  
    −     −     − +         − −          

∏
　　　+

I −

 

         (3.32d) 
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( )
4

1
1

m

l h

a
m

m

E N E N
IF ηη

  − − =
∏

      (3.32e) 

 ( ) ( )

( )
11

1
4

1
11

1 m

l h

b
m

m

E N E N
K IF A A A

A

γ
γγ

γ
γ

ηγ γ
γ η

−
−

−

   −    −    = − − + +    −  
  

∏
K

b b

)

i

 (3.32f) 

 
ここで， は労働者 の安定条件， は労働者 l の安定条件， は企業 の安定条件， は企

業 の安定条件をそれぞれ表す．これらがすべて正であるときのみ均衡解は安定であり，どれかが一つでも

負になった場合，均衡解は崩壊する． 

1F h 2F 3 3,aF F h 4 4,aF F
l

 

 
4. 数値シミュレーション 

 
前章で示した，労働者および企業の立地に関する安定条件を満たすパラメータを設定し，そのパラメータ

の下での均衡解を計算する．そして，その均衡解の立地に関する安定性の崩壊する条件を数値シミュレーシ

ョンによって確認する． 

 

4.1 均衡解の設定 

(2.1a)式における混雑外部性を表す項 の関数形を，以下に示されるように線形の単調減少関数と仮

定する． 
( iE N

 

( )iE N eN=         (4.1) 

ただし， ：パラメータe ( )0e <  
 
本モデルにおける各パラメータの値を表 1 のように設定する．ただし，数値シミュレーションの簡略化のた

めに， 1 2 Mη η= = =･･･ η と仮定する．また，表 1 に示すパラメータにおける本モデルの均衡解を表 2 に，

また均衡解の安定性の条件を表 3 にそれぞれ示す． 

 

 
表 1 各パラメータの設定 

α  γ  A  K  mη  

3.0  12.0 10−×  2.0  2.0  22.0 10−×  

e  I  M  hN  lN  
71.0 10−− ×  100  50  41.0 10×  51.0 10×  
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表 2 モデルの均衡解 

  地域 1 地域  i   地域 1 地域  i
1
hmL ，  

i
lmL

各企業の労働投入量 
4.6  3.1  

1
hmX ，

i
lmX  

各企業の生産量 
5.0  2.5  

1
1hk ，  1

i
hk

財 1 の企業数 

28.9 10×  22.7 10×  
1
hmx ，

i
lmx  

各消費者の需要量 

21.3 10−×  33.3 10−×  

1
hmk ，  

i
hmk

財 の企業数 m
26  1.3  

1
hV ，V  

i
l

各消費者の効用水準 

21.2 10−×  39.9 10−×  

1
hmw ，  

i
lmw

賃金率 

16.5 10−×  11.6 10−×  

 
表 3 均衡解の安定性の条件 

1F  2F  3aF  3bF  4aF  4bF  
11.1 10−×  12.1 10−×  1.5  29.4 10−×  24.5 10−×  2.1  

 
表３より，F F であるため，表 1 に示されるパラメータのもとでの表 2 の均衡解は，

(a)企業が分割不可能な場合，(b)企業が分割可能な場合のいずれも安定である． 
1 2 3 3 4 4, , , , , 0a b a bF F F F >

 
4.2 安定性の崩壊 
前節で提示した安定な均衡解は，パラメータの変化によって不安定になる．本節では，4 つのパラメータ

（労働者 h の人口 ，労働者 l の人口 ，地域の数hN lN I ，企業の固定費用 ）を変化させることによって，

均衡解が不安定になる条件について考察する． 

K

 
4.2.1 労働者 の人口  h hN
労働者 の人口 の変化による均衡解の安定性条件 ， の変化をそれぞれ図 1.1，図 1.2 に示す． h hN 4aF 1F

 

-0.002

-0.0015

-0.001

-0.0005

0

0.0005

0.001

0.0015

0.002

600 800 1000 1200 1

0.002

0.004

0.006
4aF 1F

hN

図 1.1 安定性条件 ( )4 ,a hF N     

 
図 1.1 より， が十分小さくなると安定性条

均衡解は崩壊する．これは，地域 1 における混

ある．一方，図 1.2 より， が十分大きくな

hN

hN

 

400

 

-0.004

-0.002

0

31500 32000 32500 33000 33500

hN

                  図 1.2 安定性条件  ( )1, hF N

件 が満たされなくなり，企業 が不安定に

雑外部性が地域 における混雑外部性より小さくな

ると安定性条件 が満たされなくなり，労働者

4 0aF > l

i

1F 0>

17
34000

 

なるため

るためで

が不安h



定になるため均衡解は崩壊する．これは，地域 1 における混雑外部性が十分に大きくなり，その結果より安

い賃金でも地域 へ移住するインセンティブを持つためである．なお，図 1.1，図 1.2 で示した の範囲で

は他の安定性条件は全て満たされる． 
i hN

l

 
4.2.2 労働者 l の人口  lN

労働者 の人口 の変化による均衡解の安定性条件 の変化を図 2 に示す． l lN 3aF
 

-2

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

80000 100000 120000 140000 160000 180000 200000

 

3aF

lN

図 2 安定性条件 ( )3 ,a lF N  

 
図 2 より， が十分に大きくなると安定性条件 が満たされなくなり，企業 が不安定になるため

均衡解は崩壊する．これは，地域 i における人口増加により需要規模が増大することによって，企業 が地

域 へ移転するインセンティブを持つためである．なお，図 2 で示した の範囲では，他の安定性条件は全

て満たされる． 

N 3 0aF > h
h

i lN

 
4.2.3 企業の固定費用  K
企業の固定費用 の変化による均衡解の安定性条件 の変化を図 3 に示す． K 3bF
 

-0.2

-0.15

-0.1

-0.05

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

1.85 1.9 1.95 2 2.05

 

3bF

K

図 3 安定性条件 ( )3 ,bF K  
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図 3 より， が十分に小さくなると安定性条件 が満たされなくなり，企業 が不安定になるため

均衡解は崩壊する．これは，企業の固定費用が小さくなることによって，企業 が需要規模の小さい地域 に

分割して（労働投入量を減らして）移転するインセンティブを持つためである．なお，図 3 で示した の範

囲では，他の安定性条件は全て満たされる． 

K 3 0bF > h
h i

K

 
4.2.4 地域の数 I  
地域の数 I の変化による均衡解の安定性条件 の変化を図 4 に示す． 3bF

 

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

60 70 80 90 100 110 120 130

 

3bF

I

図 4 安定性条件 ( )3 ,bF I  

 
図 4 より， I が十分に小さくなると安定性条件 が満たされなくなり，企業 が不安定になるため

均衡解は崩壊する．これは，地域の数の減少により地域 i の需要規模が増大することによって，企業 が地

域 へ移転するインセンティブを持つためである．なお，図 4 で示した

3 0bF > h
h

i I の範囲では，他の安定性条件は全

て満たされる． 

 

 
5. おわりに 
 
本研究は，労働者の異質性（生産能力の差異）に加えて，消費者の混雑外部性（または宅地面積と解釈可

能），企業の固定費用，多数の財・地域を考慮することにより，1 つの都市に生産能力の高い労働者が集中し

て立地し，他の地域に生産能力の低い労働者が分散して立地するという集積パターンに対応した均衡の存在

を示し，数値シミュレーションによってその安定条件を示した． 

2章において，現在までに経済集積を説明する要因としてあげられてきた不完全競争を仮定することなく，

完全競争の枠組みでモデルを構築した．また消費者の混雑外部性は，付録 A に示すように，地域の土地供給

面積が固定のもとで効用関数に宅地面積を考慮したものと解釈することができる．この解釈の下では，外部

性および不完全競争を全く仮定することなく，労働者の異質性のみが経済集積の要因となり得るかを分析す

ることが可能である．その結果，労働者の異質性の仮定のみによって，1 つの都市に生産能力の高い労働者

が集中して立地し，他の地域に生産能力の低い労働者が分散して立地するという経済集積パターンが成立し
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得ることが本研究によって示された． 

本研究においては，労働者の生産能力の差異として，生産能力の高い労働者のみ規模の経済が働くと仮定

した．これは，大学卒業者等の潜在的に生産能力の高い労働者は，生産性の高い企業，すなわち生産能力の

高い労働者によって構成されている企業ではその生産能力を十分に発揮することができるものの，生産性の

低い企業，すなわち生産能力の低い労働者によって構成されている企業ではその生産能力を発揮することは

できないことを意味する．したがって，実際経済で観察されるように，生産能力の高い労働者はより高い賃

金を得るために（より高い効用水準を得るために）生産性の高い企業に就業することになる． 

また，概ね生産性の高い大企業は東京等の大都市に立地し，生産性の低い中小企業は地方に立地している．

本研究においては，地方の需要規模の小ささが大企業が大都市から地方に移転しない要因であり，大都市と

地方の混雑外部性の差が中小企業が地方から大都市に移転しない要因となっている．実際，4 章の数値シミ

ュレーションで示したように，労働者 l の人口が大きくなる，もしくは地域の数 I が小さくなることにより，

結果として地域 （地方）の需要規模が大きくなれば，企業 （大企業）が地域 に移転するインセンティブ

が発生するために，本研究で示した安定均衡は崩壊する． 

i h i

一方，本モデルは地域間の交易がないものと仮定している．これは輸送費用が十分に高い場合に対応して

おり，実際経済においては，建設業，銀行・証券，不動産，教育サービス等に当てはまるといえる．実際，

輸送費用が十分に低い産業（医薬品，精密機械，自動車等の製造業や各産業の研究開発部門など）において

は地方の生産性の低い中小企業は生産性の高い大企業に淘汰されているものの，輸送費用が十分に高い産業

ならば，地方において生産性の低い中小企業が存続しているという現状に対応している． 

本研究では，「労働者 のみを雇う企業（企業 h ）および労働者 l のみを雇う企業（企業 l ）が存在」，「全

ての企業 は地域 1 に立地し，企業 はその他の地域に立地する」という均衡をあらかじめ仮定し，その均

衡が安定である条件を示した．つまり，複数均衡のうち一つの均衡についてのみ分析を行った．また，比較

静学によってその均衡解が不安定になる条件についてのみ考察し，不安定均衡になった際の新たな均衡解に

ついては分析していない．したがって今後の展望として，静学モデルにおける他の安定均衡解の分析，およ

び外生パラメータの動学的変化による安定均衡解の動学的変化の分析（安定均衡解の崩壊後の新たな安定均

衡の分析）等が今後の研究課題として残されている． 

h
h l

 
 
 
付録 A 効用関数における混雑外部性の宅地面積としての解釈 
 
消費者の効用関数を以下のように仮定する．  

   

( ) ( )
,

max max m

i i i
sm s sm

i i
s sm

x h x m

V u x E h
η

= = +
 
∏ i

H s

      (A1) 

. . i i i i i i
m sm s s s

m
s t p x r h w R+ = +∑        (A2) 

ただし，
i
sh ：宅地面積，

i
sR ：地代収入 
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このとき，総土地供給量を
i
sH とすれば，

i i i
s sN h H= s となる．また，消費者は土地を平等に保有していると

仮定すれば，
i i i ii i

s s sR r H r h= =N となる．したがって，上記の効用最大化問題は，以下のようになる． 
 

( )
,

max max m

i i i
sm s sm

i
i i s

s sm ix h x m s

HV u x E
N

η  
= = +  

  
∏ H      (A3) 

. . i i i
m sm s

m
s t p x w=∑        (A4) 

 

したがって， (
i

is )H si
s

HE E
N

 
= 

 

)

N とおけば，(A3)式，(A4)式はそれぞれ(2.1a)式，(2.1b)式に一致する．つま

り， ( i
sE N は土地（宅地面積）を考慮した効果と解釈することも可能である． 

 
 
付録 B 企業における労働者の追加的雇用と労働者の入替の同値性 

 
企業 が労働者 を雇い労働者 を解雇する場合，その変化分が微小であれば以下の関係式が成立する． h l h
 

( )h
h h

h l

d dL
L L

h
ldLπ ππ ∂ ∂

= − +
∂ ∂

      (B1) 

 

このとき，均衡解（端点解）においては，Kuhn-Tucker 条件より 0h

hL
π∂

=
∂

， 0h

lL
π∂

<
∂

となる．したがって

0hdπ < となる．同様に，企業 l が労働者 を雇い労働者 l を解雇する場合，その変化分が微小であれば以下

の関係式が成立する． 

h

 

(l l
l h

h l

d dL
L L

)ldLπ ππ ∂ ∂
= + −
∂ ∂

      (B2) 

 

このとき，均衡解（端点解）においては，Kuhn-Tucker 条件より 0l

lL
π∂

=
∂

， 0l

hL
π∂

<
∂

となる．したがって 0ldπ <

となる．以上より，労働者の追加的雇用および入替が微小であれば，これらは企業の立地に関する安定性条

件においては同値となる． 
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